令和２年度


デジタル行政推進課
企画調整グループ

１　庁内ＩＣＴ化の推進
(1)　「３つのレス」の推進

全国トップレベルのスマートシティの実現を目指し、はんこレス、ペーパーレス、キャッシュレスの「３つのレス」を推進した。

〇　はんこレス

　　申請、届出の負担軽減や手続きのオンライン化推進のため、大阪府に提出される申請書

　等への押印義務の廃止をめざし、全庁調査により実態を把握し、押印義務見直しに係る全庁方針策定をした。また、見直しにあたって規則改正が必要な申請書等については、スマートシティ戦略部で統一的に押印等の取り扱いを定める規則を制定し、府の裁量で見直し可能な認印の押印義務については、令和２年度３月末で廃止した。

〇　ペーパーレス

行政のデジタル化を目的に、庁内にペーパーレスを浸透させるため、また、資料準備等の業務の効率化による働き方改革のため、庁内会議等のペーパーレス化を推進する「ペーパーレス会議指針」を策定した。

また、会議等への持ち運びに適した２in１タブレット端末機を調達し、各部局へ貸与するとともに、一時貸出を行った。

　　〇　キャッシュレス

　　　　府民サービスの向上とともに、現金紛失等のリスクの軽減や、現金取扱い事務の効率化

を図るため、庁内キャッシュレス推進ワーキングを開催し、窓口や税収納に係るキャッシ

ュレス化対応等を推進した。

(2)　行政手続きのオンライン化

　　〇　行政手続の棚卸調査

　　　　住民の利便性の向上を目的として、行政手続のオンライン化を推進するため、申請手続等の全庁棚卸調査を行い、業務の可視化、次期電子申請システムの機能要件検討や電子申請の実現段階に応じた手続の振り分けなどを行った。

２　働き方改革・業務改革の推進

(1)　大阪府庁版「働き方改革」の推進

大阪府庁版「働き方改革」第１弾、第２弾における各テーマの推進に取り組んだ。

〇テレワークの推進

　　　新型コロナウイルス感染拡大防止のため、自宅のパソコンから庁内ネットワークに接続し、職場とほぼ同様の業務が実施可能な「緊急テレワークシステム」を構築し、全庁に向けて利用促進を行った。

○　タブレット端末機の本格導入
職員の作業時間削減、負担軽減、セキュリティの向上、意思決定の迅速化、府民サービス(プレゼンテーション能力)の向上等に資するため、平成29年８月からタブレット端末機500台を本格導入し、モバイルワークを推進している。

　　（機種、導入台数及び契約期間）

・　機　　種：ｉＰａｄ

・　導入台数：500台

・　契約期間：平成29年８月１日　から　令和３年７月31日　まで（４年間）

　　〇　Web会議の利用促進

　　　　会議や打ち合わせに伴う出張や移動の手間・ムダを極力少なくし、業務を効率よく進め

るため、庁内に向けてWeb会議システム（Cisco Webex Meetings、Microsoft Teams等）の利用促進を働きかけた。

○　音声認識技術（ＡＩ）を活用した議事録等作成支援事業

会議に係る事務負担の軽減を図るため、令和元年度から、音声データから議事録を書き起こす「音声認識サービス」を本格導入し、令和２年度はその保守・運用を行った。
　　○　ＡＩ－ОＣＲを活用した庁内業務の効率化
　　　　紙の申請書等の転記作業削減を図るため、手書き文字や印刷された文字を読み取り、テ

キストデータに変換する「ＡＩ－ОＣＲ」を、試行導入した。（読取精度：試行帳票平均　　　　88.38％）
○　ＲＰＡ本格導入

業務効率化を図るため、府庁内の事務作業にＲＰＡ（※）を本格導入した。

・削減時間　年間推計　約2,000時間（利用申請のあった10業務の合計）

（※）ＲＰＡとは、Robotic Process Automationの略。人が行うパソコン上の作業手順をソフトウェアロボットに覚えさせることで、パソコン操作を自動化できるもの
○　働き方改革・ＩＴセミナーの開催

　　府庁版働き方改革の取組状況や先進的な民間企業の事例を紹介することにより、各部局の取組みを推進することを目的として、働き方改革・ＩＴセミナーを実施した。

・令和３年３月８日～31日　YouTube府公式アカウントの限定公開による動画配信にて開催

先進事例（在宅勤務の取組状況等）の講演　等

(2)　業務改革の推進

○　業務改革の推進

日頃の業務執行やサービスを振り返る契機とすることや、職員が自発的、自立的に業務改善に取組む機運を高めるための意識啓発の一環として、業務改善に係る職員提案を募集した。　

　

３　マイナンバー　

社会保障・税番号制度全般に関する連絡調整や、マイナンバーカード普及促進に向けた広報などを実施した。

　（1）条例・規則改正

　　　専攻科の生徒への高等学校等専攻科修学支援金制度の創設や、大阪府立大学・大阪市立大学の授業料等の無償化に伴い、都道府県が条例で定める独自利用事務に、これらに対応する事務を追加し、情報連携ができるよう条例・規則の一部を改正し、個人情報保護委員会への届出を行った。

（2）普及促進

　　〇マイナポイントの広報

　　　マイナポイントのチラシ・リーフレットを作成し、各市町村やイオン・コンビニ等へ配布した。また、府政だよりにマイナンバーカード及びマイナポイント取得に関する記事を掲載し、府民への周知に努めた。

市町村連携グループ
１　大阪電子自治体連絡会及び大阪市町村スマートシティ推進連絡会議の運営等

平成14年４月25日に電子自治体の実現と地域情報化の推進に寄与することを目的に設立した大阪府及び府内全市町村の情報担当部署から構成される大阪電子自治体推進協議会は、平成27年４月１日に「事業や契約の当事者となる組織体」から「調査研究や企画立案を行う組織体」に移行し、名称を「大阪電子自治体連絡会」とした。

令和３年２月１日に「大阪電子自治体連絡会」は「大阪市町村スマートシティ推進連絡会議※」に統合し、運営を一本化した。
※大阪市町村スマートシティ推進連絡会議（GovTech大阪）（令和元年９月19日～）

目的：大阪府内市町村と大阪府の連携により、ICT活用等のスマートシティ化の取組みを円滑に進め、府域全体での「住民の生活の質（QoL）」の向上を図る。

会員：大阪府内の市町村及び大阪府の情報政策担当部署及びスマートシティ関係部署

 ○　令和２年度の主な活動

①　情報セキュリティ技術セミナーの開催

・情報セキュリティ技術セミナー
日　時：　令和３年１月28日
場　所：　Web配信
参　加：　31団体49名
近畿管区警察局及び大阪府警察本部と共催し、情報セキュリティ担当者を対象に最近の情報セキュリティ対策、インシデント事案及び対応方法について講演を行った。
②　市町村間での意見交換、情報共有

· 大阪電子自治体連絡会メールマガジンの発行
府内市町村に向けた大阪府及び大阪電子自治体連絡会の取組みや国からの照会・通知　の状況等を情報発信した（発行数：７回（隔月１回程度））。

· メーリングリストの運営
情報政策全般


件数：1件
· 研修会や検討会、技術相談会の開催
府内市町村に向けた研修会や検討会、技術相談会をWeb会議システム等で実施した。

· 電子自治体推進に関するアンケート調査
府内市町村の情報化に関する課題を洗い出し、課題に対する対応について市町村間　の相互の情報共有を行い、電子自治体推進の参考とすることを目的として実施した。
③　ＬＧＷＡＮ府域ネットワーク連絡部会の運営

事業者とのＬＧＷＡＮ運用定例会にて運用状況の報告を受けた（12回（毎月１回））。その他、以下の対応を実施。
· 府内市町村問い合わせ対応（４件）
· 府内市町村不具合対応（６件）
· ＬＧＷＡＮ府域ネットワーク関連機器等のアップデート（２件）
④大阪府域全体での行政DX推進（システム等の共同調達）
行政DXの推進を通じた住民QoLの向上や事務効率化と財政負担の緩和の両立をめざし、市町村のニーズが高かったチャットツール、電子申請システムの共同化（共同調達と導入後のノウハウ共有）を推進する。
· チャットツール
大阪府内市町村の自治体内部における日常業務のコミュニケーションの効率化をはじめ、出張時や災害発生時等のコミュニケーションの円滑化、自治体間のコミュニケーションの活性化、在宅勤務の推進を目的として、チャットツール調達仕様書の策定等を実施した。共同調達については令和３年度実施予定。
· 電子申請システム
住民が自宅等で手続きができることによる利便性の向上に加え、非接触による新型コロナウイルス等の感染症の拡大防止だけでなく、住民の生活の質(QoL)の向上にも繋がることを目的として、電子申請システム調達仕様書の策定等を実施した。共同調達については令和３年度実施予定。
２　総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）の運営

総合行政ネットワーク（ＬＧＷＡＮ）は、地方公共団体の組織内ネットワークを相互に接続し、各地方公共団体と国の各省庁及び住民との間の情報交換手段確保のための基盤とすることを目的としている。

○令和２年度の主な活動

・　ＬＧＷＡＮ運営に対する都道府県の役割に鑑み、府内市町村とＬＧＷＡＮ運営主体（地方公共団体情報システム機構）と連絡・調整などを行い、ＬＧＷＡＮの円滑な運営に努めた。

・　ＬＧＷＡＮ運営主体が運営するネットワークの経費を各都道府県の応分割合により負担した。

経費の内容：　ＬＧＷＡＮ運用センター、都道府県ノードの運営費用及び両者間を結ぶバックボーン回線の費用

　　　地方公共団体情報システム機構への負担金

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	決算額
	38,294,000円
	42,969,708円
	37,245,320円


３　公的個人認証サービスの運用

公的個人認証サービスは、インターネット上の本人確認を安全･確実に行うための電子証明書をＩＣカードに格納して住民へ発行する制度であり、電子政府・電子自治体の基盤とすることを目的としている。平成28年１月からは、マイナンバーカードに標準搭載されることとなった。（平成27年12月までは住民基本台帳カードに搭載）。
・地方公共団体情報システム機構への負担金
	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	決算額
	141,544,968円
	100,135,021円
	127,182,054円


４　マイナンバー制度に係るシステムの整備
　  マイナンバー制度は、複数の機関に存在する個人の情報を同一人の情報であるということの確認を行うための社会基盤である。大阪府庁内における本制度に係る業務は、デジタル行政推進課が制度全般及び庁内システムの整備、情報公開課が特定個人情報保護評価を主な分担として対応している。

システム整備に関しては、平成29年７月からの情報連携を開始するにあたり、地方公共団体では中間サーバと統合宛名システムの整備、関連システムの改修が必要となるため、平成27年度に統合宛名システムを調達し、平成28年度から運用を開始した。

令和２年度は、運用保守業務を行うとともに、情報連携を行うためのデータ標準レイアウトの変更に対応するための改修業務を実施した。また、令和３年10月に次期システムへ更新するため、現行システムの運用保守契約を１年間延長した。

・大阪府統合宛名システム構築及び運用保守業務委託

	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度（～９月末）

	決算額
	17,194,161円
	17,353,369円
	8,756,286円


・大阪府統合宛名システム運用保守業務委託（延長）

	
	令和２年度(10月～)

	決算額
	8,756,286円


・データ標準レイアウト改版に伴う大阪府統合宛名システム改修業務

	
	令和２年度

	決算額
	4,484,700円


中間サーバについては、経費節減・セキュリティ・運用の安定性の確保の観点から、地方公共団体情報システム機構が整備するＡＳＰサービスを利用することとし、その費用を支払っている。
・中間サーバ交付金


	
	平成30年度
	令和元年度
	令和２年度

	決算額
	7,766,000円
	20,327,000円
	23,683,000円


（令和２年度は、中間サーバの次期システムの更改及び移行に伴うシステム構築等に係る経費が増額したが、増額分は全額国庫補助金により補填。）

５　自治体クラウド

平成27年７月に自治体クラウド検討会を設置し、府内市町村と共に自治体クラウド導入に向けた検討を進めている。
※自治体クラウドとは、クラウドコンピューティング技術を電子自治体の基盤構築にも活用して、地方公共団体の情報システムの集約と共同利用を進めることにより、情報システムに係る経費の削減や住民サービスの向上等を図るものである。

○　令和２年度の主な活動
　①　自治体クラウド検討会

　　　 日　時：　令和２年12月18日

　　　 場　所：　オンライン開催
　　　 参　加：　43団体107名

　　　
　　　内閣官房政府ＣＩＯ補佐官による情報システムの標準化を中心に国の最新動向についての講演及び大阪府の取組みと今後の方針について説明した。

　②　島本町の大阪版自治体クラウド（豊能町、河南町、千早赤阪村）への追加参加支援
　　　　　令和２年４月21日に情報システムの共同化に係る協定を締結した。令和３年３月29日の運用開始に向けて支援を実施した。

　③　大阪府版自治体クラウド（豊能町、河南町、千早赤阪村）の運用支援
　　　３町村による自治体クラウド事務局に参加し、定例会におけるアドバイスや事業者との調整等の支援を実施した。
　④　大阪府版自治体クラウド（阪南市、太子町）の運用支援

　　　２市町による自治体クラウド事務局に参加し、定例会におけるアドバイスや事業者との調整等の支援を実施した。
６　市町村の自治体情報セキュリティ対策の支援

日本年金機構における個人情報流出事案を受け、地方公共団体における情報セキュリティに係る抜本的な対策として、平成27年11月、総務省において「新たな自治体情報セキュリティ対策の抜本的強化に向けて」が取りまとめられ、「インターネット接続系においては、都道府県と市区町村が協力してインターネット接続口を集約した上で、自治体情報セキュリティクラウドを構築し、高度なセキュリティ対策を講じること。」とされた。

これを受けて、平成28年度に大阪版自治体情報セキュリティクラウドの概要設計及び構築を行った。運用期間は平成29年度から令和８年度の10年間で、順次参加を進め、令和元年９月に府及び府内全市町村の参加が完了した。

(1) 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	大阪版自治体情報セキュリティクラウド構築等業務
	（株）オプテージ
	平成28年９月～令和９年３月
	163,600円


※「（株）ケイ・オプティコム」は平成31年４月１日より「（株）オプテージ」へ改名
※令和元年10月の消費税法の改正に伴い変更契約を行った。

(2) 令和２年度の主な活動

①　大阪版自治体情報セキュリティクラウド勉強会

日　時：　令和元年５月20日から令和２年３月31日まで（Web動画配信）
参　加：　44団体
大阪版自治体情報セキュリティクラウドの構成、機能や運用フローについて説明を　行った。
７　【新規】大阪府スマートシティ戦略推進補助金
先端技術を活用し、住民が実感できるかたちで生活の質（QoL）の向上をめざすため、住民生活に関わる地域課題を熟知し、住民と直接向き合う府内市町村のスマートシティ関連事業の実施に要する経費の一部に対して補助を行う。（令和２年度より新設）
〇補助対象事業

①市町村が事業主体となり、②ＩＣＴや先端技術を活用し、③住民のQoLや利便性の向上、あるいは都市機能の強化や都市課題の解決に資する事業のうち、④新規性（府内初など）、先導性（横展開の可能性）を有するもの。

※要件に該当する事業であれば、事業分野は問わない。

　　〇補助率等
　　　補助対象経費の２分の１に相当する額以内で、上限500万円
　　　※複数市町村で共同実施する場合は、上限1,000万円

　　〇令和２年度採択事業

　　　外部専門家３名により構成された審査会により６事業採択

	市町村名
	事業名称
	補助額
（千円）
	総事業費
（千円）

	河内長野市
	オールドタウン（南花台）での住民の生活に機能する
自動運転実装事業
	5,000
	37,527

	大阪市
	行政手続きのオンライン化事業
	5,000
	57,376

	池田市
	オールドニュータウンにおける超低負荷型MaaS
～住民主体の送迎サービスとIoTセンシング技術の連動～
	5,000
	24,975

	貝塚市
	住民異動受付支援事業
	2,132
	4,264

	茨木市
	いばらき環境（エコ）ポイントのデジタル化
	1,704
	3,408

	吹田市
	市民課窓口受付支援システム
	1,141
	21,407


８　【新規】スマートシティ戦略推進アドバイザー
行政サービスの向上と住民が実感できるかたちで生活の質(QoL)の向上をめざすため、ＩＣＴ系コンサルティング企業(株式会社　野村総合研究所)との委託契約によりアドバイザーを確保し、政策立案や予算要求を通じて市町村のＩＣＴ化・デジタル化を支援する。（令和２年度より新設）
(1) 契約状況
	名称
	委託先
	契約期間
	契約金額

	市町村のデジタル化推進に係るアドバイザー業務
	(株)野村総合研究所
	令和２年８月～令和３年３月
	9,900,000円(税込)


(2)支援内容
①行政手続きのオンライン化を中心とした市町村のデジタル化推進に関する支援

・訪問若しくはWeb会議システムでのヒアリングを実施し、市町村の実態調査を行う。

・補助金採択事業をはじめ市町村の先進事例の紹介、横展開支援などのアドバイスを行う。

②システム共同化支援

・ヒアリングなどを通じて「行政手続きのオンライン化」「チャットツールの導入」など、共同調達に関する検討会の開催、共同仕様の検討、共同化モデルの導入支援を実施。

③市町村への予算要求に向けた重点支援、日常業務支援

・「テレワーク」「窓口のデジタル化」など市町村の関心が高いテーマで相談会を計５回実施。
・システムに求める機能要件・非機能要件の整理、コストシミュレーション、見積依頼候補事業者紹介など

・仕様書作成支援、コストシミュレーションなど、上記各項目のアフターフォローをメールなどで実施。

事務事業実績











